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Abstract: The purpose of this study is to clarify the actual conditions of personal records such as 
“support files” and “transition support sheets” created by early childhood facilities (kindergartens 
and nursery schools) to provide transition support to children with disabilities. The study seeks to 
examine how these records are created by early childhood facilities and used by elementary 
schools. A nationwide questionnaire survey targeting public and private kindergartens, nursery 
schools, and elementary schools was carried out. The survey results show that about half of the 
early childhood facilities created these records and that the records were being effectively utilized 
by the elementary schools that received them. However, there were also differences based on the 
type of institution: for instance, the rate of record creation was high at public kindergartens and 
low at private kindergartens and nursery schools. In terms of record content, there is a possibility 
of a gap between the information recorded by early childhood facilities and that sought by 
elementary schools. Based on these actual conditions, this study identifies issues to be considered 
in the effective creation and utilization of records.
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はじめに
　障害のある子どもを取り巻く関係機関同士の
連携や協力には様々な課題があるが，情報の共
有を図るための体制整備が不十分である傾向
は，特に幼児期から就学への移行期において顕
著であるとも指摘されている（城間・緒方，
2011）。例えば，就学移行期における情報伝達
手段のひとつとして，所謂「要録」（幼稚園幼
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児指導要録，保育所児童保育要録，認定こども
園こども要録及び幼保連携型認定こども園園児
指導要録）が挙げられるが，その活用の実態に
ついても課題が指摘されている。障害のある子
どもに関する就学前施設と小学校の連携に関す
る全国調査（越中他，2016）においては，小学
校の約９割が障害のある子どもの受け入れの際
に要録を活用していると回答していたが，他方
で要録において就学前施設が提供する情報は小
学校側の求める情報と必ずしも一致していない
可能性があることも明らかにされている。
　また，要録を補うものとして「サポートファ
イル」や「就学支援シート」などと呼ばれる要
録以外の記録物が独自に作成されているケース
もある。しかしながら，先述の全国調査（越中
他，2016）によれば，こうした記録物を受け取っ
ている小学校は全体の３割程度に過ぎない。し
かも，同調査では，こうした記録物を受け取っ
ている小学校においても，その内容が十分であ
るとは必ずしも認識されていないことが明らか
となっている。要録以外の記録物については，
サポートファイルの作成を通して障害のある幼
児の就学支援が効果的に進んだ事例を紹介して
いる松井（2007）をはじめとして，その有効性
を 示 す 研 究 も 報 告 さ れ て い る（e.g., 河 口，
2015；真鍋，2011）。しかし，これらはいずれも
専門家が介入し適切な指導助言のもとに記録物を
活用した事例であり，先述の調査結果（越中他，
2016）などを踏まえると，一般的な記録物の活
用状況はこうした水準に至っていない可能性も
ある。
　以上のことから，就学前施設と小学校との間
で障害のある子どもについての情報共有を図る
上で，要録以外の記録物が有効に活用されるこ
とが期待されるものの，作成・活用の現状には
課題がある可能性が示唆される。先述の先進的
な 事 例 等（ 河 口，2015； 真 鍋，2011； 松 井，
2007）においても，保育者が具体的にどのよう
な情報を記録物に記し，小学校教諭がそれをど
のように読み解いているかの詳細までは記され
ていない。一般的な記録物の作成・活用実態に
ついても明らかではなく，基礎的な調査が必要
な段階にあるといえよう。
　そこで，本研究では，就学移行期における障
害のある子どもに関する記録物の現状と課題を
探ることを目的のひとつとして，就学前施設と
小学校を対象とした全国的な質問紙調査を行っ
た。本稿では，一連の調査項目のうち，要録以
外の記録物の作成状況・活用実態について，就
学前施設と小学校に選択式の回答と自由記述を
求めた結果を分析・報告する。一般に，選択式
の回答は質問の意味が通じやすく回答しやすい
ため基礎的な資料を得る上で利点があり，自由
記述式の回答は問題発見や問題の解決策を探る
ために有効とされる（乾・村田・内元・井佐原，
2003）。本稿では，選択式の回答から記録物の
作成・活用実態に関する基礎的な資料を得ると
ともに，自由記述式の回答から記録物の作成・
活用をめぐる課題とその解決策を探る。
　なお，自由記述式の回答を分析するにあたっ
ては，Dictionary-based アプローチと Correlational
アプローチの２つを互いに補い合う形で統合す
ることを可能とした日本語テキスト型データ分
析システム KH Coder（樋口，2004）を用いた。
操作の詳細を明示・公開した上で多変量解析に
よる自由記述データの要約・提示を行うことで，
客観性を確保しつつ全体的な特徴をとらえるこ
とを試みる。これにより，就学前施設と小学校
における記録物の現状を確認するとともに，就
学前施設と小学校における認識の差異と共通性
を明らかにすることで，これらの記録物をより
効果的に活用していく上での基礎資料を提示し
たい。
方　法
１．調査対象及び調査方法
　2016年12月から2017年１月にかけて，北海道，
宮城県，東京都，愛知県，大阪府，香川県， 
広島県，福岡県，沖縄県の任意の就学前施設（幼
稚園・保育所・認定こども園）と小学校を対象
として質問紙調査を実施した。各地域の調査担
当者を通じて，教育委員会や市役所等の行政機
関の了解を得て，返信用封筒を入れて各施設・
学校に個別に質問紙を送付した（ただし，一部
の地域では，行政の配布物に同封してもらい配
布した）。質問紙の配布数は就学前施設が1,114，
小学校が613であり，458の就学前施設（回収率
41％）と243の小学校（回収率39％）から返送
があった。就学前施設の内訳は，公立幼稚園
72，私立幼稚園68，公立保育所216，私立保育
所74，その他の保育所（公設民営，株式会社な
ど）６，公立こども園５，私立こども園17であっ
た。なお，倫理的配慮について，質問紙冒頭の
研究趣旨を説明する文章の中に，施設・学校等
の情報及び回答者の個人情報の守秘と匿名化に
ついて明記した。また，返送についても強制を
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していない。
２．質問内容
　質問紙は選択式と記述式を混合した自記式で
あり，障害のある幼児の移行における要録以外
の記録物の活用や幼保小接続等について尋ねる
内容であった。質問内容が障害のある子どもを
送り出す側と受け入れる側とで対になるよう，
就学前施設用と小学校用のそれぞれを作成し，
「回答は，就学移行に関わっている先生にお願
いします」と教示した。なお，質問紙において
は，その冒頭で，本調査が「障害のある幼児な
どの特別な支援を必要とする幼児」（以下，「障
害のある幼児」）の就学移行について尋ねるも
のであることと「要録以外の記録物」（個別の
教育支援計画や就学支援シート・サポートファ
イルなど）の総称として「就学移行時の記録」
という語を用いることを明記した。多岐にわた
る調査項目のうち，本稿では「就学移行時の記
録」に関する選択式の回答と自由記述に焦点を
当て，集計・分析結果を報告する。
結果と考察
　以下に，選択式回答の集計結果と自由記述の
分析結果を示す。なお，自由記述の分析には
KH Coder（Ver. 2.00f）を使用した。就学前施
設と小学校のそれぞれの自由記述における語の
共起ネットワークを描くことで，典型的な記述
パターンの視覚化を試みた。なお，事前に KH 
Coder に同梱された茶筌（ChaSen）を用いて複
合語の検出を行い，就学前施設と小学校のそれ
ぞれにおいて出現数が10以上であった語につい
ては強制抽出する語に指定した（これらの複合
語の出現数は括弧内に記す）。また，集計単位
は文とし，出現回数による語の取捨選択に関し
ては最小出現数を10，５ないし３に設定した上
で，解釈しやすい図を採用した。共起ネットワー
クの図では，強い共起関係ほど太い線で，出現
数の多い語ほど大きい円（さらには大きいフォ
ント）で描画されている。以下では，比較的強
くお互いに結びついている部分を自動的に検出
してグループ分けする「サブグラフ検出」を行っ
た。検出の方法としては，共起関係の媒介性に
もとづく方法を選択した。同じサブグラフに含
まれる語は実線で結ばれているのに対して，互
いに異なるサブグラフに含まれる語は破線で結
ばれている。描画を行った上で，KH Coder の
KWIC コンコーダンスのコマンドを用いて，こ
れらの語がどのように用いられているのか文脈
を探った。以下では，自由記述の結果について
は，抽出された語に下線を引きつつ，記述の概
要を示す。
１．「就学移行時の記録」の作成・受け取り状況
　就学前施設に「就学移行時の記録」を作成し
ているか否かを尋ねたところ，458施設中「作
成している」が237（51.7%），「作成していない」
が210（45.9%），無効回答（以下，無効回答は
無回答や単一回答を求めた項目で複数選択して
いた場合などを含む）が11（2.4%）であった。
他方，小学校に「就学移行時の記録」を受け取っ
ているか否かを尋ねたところ，243校中「受け
取っている」が117（48.1%），「受け取っていな
い」が123（50.6%），無効回答が３（1.2%）であっ
た。「就学移行時の記録」の作成・普及率は５
割程度であることが窺える。次に，就学前施設
における作成状況について，幼稚園と保育所，
公立と私立の種別による違いを検討した結果を
表１に示す。なお，その他の就学前施設につい
ては度数が少なかったため，以下，選択式回答
の集計においては割愛した。表１から，公立幼
稚園は７割強が作成しているのに対して，私立
の幼稚園・保育所で作成しているのは３割程度
と，種別による違いがあることが確認された。
２．「就学移行時の記録」の様式と分量について
　表１において「就学移行時の記録」を作成し
ていると回答した就学前施設と「就学移行時の
記録」を受け取っていると回答した小学校に対
して，“現在の「就学移行時の記録」の様式は
行政から提供されたものですか？”と尋ね，①
「行政から提供された」，②「提供はされていな
いが書き方などが明示されている」，③「書き
方などの明示はあるが独自に作成した」，④「様
式等はすべて現場に一任されている」，⑤「そ
の他」から択一を求めた結果を表２の（1）に
示す。全体として「行政から提供された」が 
表１　種別ごとの「就学移行時の記録」の作成状況
注）括弧内は実数である。
幼稚園 保育所
公立
（n=72）
私立
（n=68）
公立
（n=216）
私立
（n=74）
作成している
75.0% 33.8% 54.6% 35.1%
（54） （23） （118） （26）
作成していない
23.6% 63.2% 43.5% 60.8%
（17） （43） （94） （45）
無効回答
1.4% 2.9% 1.9% 4.1%
（1） （2） （4） （3）
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６～７割程度と最も多く，公立保育所では９割
以上であったが，公立幼稚園では２割が独自に
作成しているなど，一様ではないことが窺える。
　次に，“就学移行期の記録物の分量は適切だ
と思いますか？”と尋ね，①「多い」，②「少
ない」，③「今のままでよい」，④「要録だけで
よい」から択一を求めた結果を表２の (2) に示
す。全体として「今のままでよい」が７～９割
以上となっているが，特に保育所では「多い」「要
録だけでよい」などの回答もあった。
３．「就学移行時の記録」の形式と機能につい
ての認識
　「就学移行時の記録」を作成していると回答
した就学前施設と「就学移行時の記録」を受け
取っていると回答した小学校に対して，(1)“現
在の「就学移行時の記録」は、小学校にとって
活用しやすい形式になっていると思います
か？”（小学校には“活用しやすい様式（書か
れ方？）になっていると思いますか？”），(2)“現
在の「就学移行時の記録」は，幼保小接続にお
いて効果的に機能していると思いますか？”（小
学校には“幼保小の接続において役立つものに
なっていると思いますか？”）と尋ね，①「そ
う思わない」，②「ややそう思わない」，③「や
やそう思う」，④「そう思う」から択一を求め
た結果を表３に示す。全体として，いずれの質
問についても，就学前施設では６～８割，小学
校では９割が「そう思う」「ややそう思う」と
表２　「就学移行時の記録」の様式と分量について
注）括弧内は実数である。
公立幼稚園
（n=54）
私立幼稚園
（n=23）
公立保育所
（n=118）
私立保育所
（n=26）
小学校
（n=117）
（1）現在の「就学移行時の記録」の様式は行政から提供されたものですか？ 
　①行政から提供された 64.8%（35） 65.2%（15） 92.4%（109） 69.2%（18） 69.2%（81）
　②書き方などが明示されている 3.7% （2） 13.0% （3） 1.7% （2） 11.5% （3） 7.7% （9）
　③独自に作成した 22.2%（12） 13.0% （3） 0.8% （1） 3.8% （1） 6.0% （7）
　④現場に一任されている 5.6% （3） 4.3% （1） 3.4% （4） 7.7% （2） 11.1%（13）
　⑤その他 3.7% （2） 4.3% （1） 0.8% （1） 7.7% （2） 4.3% （5）
　⑥無効回答 0.0% （0） 0.0% （0） 0.8% （1） 0.0% （0） 1.7% （2）
（2）就学移行期の記録物の分量は適切だと思いますか？ 
　①多い 1.9% （0） 4.3% （1） 4.2% （5） 11.5% （3） 2.6% （3）
　②少ない 0.0% （0） 0.0% （0） 1.7% （2） 7.7% （2） 5.1% （6）
　③今のままでよい 98.1%（53） 95.7%（22） 88.1%（104） 73.1%（19） 90.6%（106）
　④要録だけでよい 0.0% （0） 0.0% （0） 4.2% （5） 7.7% （2） 0.9% （1）
　⑤無効回答 0.0% （0） 0.0% （0） 1.7% （2） 0.0% （0） 0.9% （1）
表３　「就学移行時の記録」の形式と機能についての認識
公立幼稚園
（n=54）
私立幼稚園
（n=23）
公立保育所
（n=26）
私立保育所
（n=118）
小学校
（n=117）
（1）現在の「就学移行時の記録」は，小学校にとって活用しやすい形式になっていると思いますか？ 
　※小学校では“活用しやすい様式（書かれ方？）になっていると思いますか？” 
　①そう思わない 1.9% （1） 8.7% （2） 3.4% （4） 11.5% （3） 0.9% （1）
　②ややそう思わない 18.5%（10） 13.0% （3） 21.2%（25） 19.2% （5） 8.5%（10）
　③ややそう思う 50.0%（27） 52.2%（12） 63.6%（75） 50.0%（13） 53.8%（63）
　④そう思う 29.6%（16） 17.4% （4） 8.5%（10） 11.5% （3） 35.0%（41）
　⑤無効回答 0.0% （0） 8.7% （2） 3.4% （4） 7.7% （2） 1.7% （2）
（2）現在の「就学移行時の記録」は，幼保小接続において効果的に機能していると思いますか？ 
　※小学校では“幼保小の接続において役立つものになっていると思いますか？” 
　①そう思わない 5.6% （3） 8.7% （2） 5.1% （6） 7.7% （2） 0.0% （0）
　②ややそう思わない 9.3% （5） 21.7% （5） 25.4%（30） 11.5% （3） 3.4% （4）
　③ややそう思う 64.8%（35） 47.8%（11） 58.5%（69） 53.8%（14） 44.4%（52）
　④そう思う 18.5%（10） 17.4% （4） 8.5%（10） 23.1% （6） 51.3%（60）
　⑤無効回答 1.9% （1） 4.3% （1） 2.5% （3） 3.8% （1） 0.9% （1）
注）括弧内は実数である。
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答えており，「就学移行時の記録」の形式と機
能については，特に小学校を中心に，概ね十分
なものと認識されていることが窺える。
４．伝えたい内容と役に立った内容
（1）障害のある幼児の「困難の状況」
　これまでの「就学移行時の記録」における「障
害のある幼児の『困難の状況』」の項目について，
就学前施設には“小学校に特に伝えたい内容は
どのように記入されましたか”，小学校には“役
に立った記載内容にはどのようなものがありま
すか”と尋ねた結果，225の就学前施設，101の
小学校から自由記述が得られた。図１に就学前
施設の共起ネットワーク（強制抽出する語は「具
体的（26）」「保護者（17）」，「集団行動（16）」「人
間関係（13）」「生活習慣（10）」「対人関係（10）」
「本児（10）」の７語，最小出現数は10に設定），
図２に小学校の共起ネットワーク（強制抽出
する語は該当なし，最小出現数は５に設定）
を示す。
　共起ネットワークから，就学前施設（図１）
では，伝えたい内容として「援助・配慮が必要
な生活・活動の具体的な状況」（図１右）を記
入していることが見て取れる。具体的には，「自
分の思い」（図１上）が通らないと「手が出る」
（図１上），「話を聞く」（図１上）ことや「気持
ちの切り替えが難しい」（図１左下）といった
様子，あるいは「全体指示の理解が難しいため，
個別の声がけが必要」（図１右上）といった「困
難の状況」（図１左上）が記入されていた。また，
「ルールのある遊びや集団活動への参加などの
社会性や対人・人間関係」（図１下），「言語，
運動，生活習慣」（図１下），「食事・排泄」（図
１中央）などの状況に加えて，「本人・保護者・
家庭の様子や支援の状態」（図１左），さらには
「好きなこと，苦手なことや興味・関心」（図１
中央）に関する記述も多いことが見て取れる。
他方，小学校（図２）では，就学前施設が伝え
ようとしている「集団行動や対人関係，言語，
運動，遊び」（図２左）の様子などの「園生活
における具体的な困難の状況」（図２右）もさ
ることながら，特に「医療機関での診断・相談・
指導の記録」（図２下）や「食事・排泄を含む
身辺自立・障害の程度」（図２上），さらには「家
庭の様子」（図２右上）に関する情報が役に立っ
たとする記述が相対的に多く見られた。
（2）保育者が行った「具体的な配慮」と「配慮
の意図」
　これまでの「就学移行時の記録」における「障
害のある幼児に対して保育者が行った『具体的
な配慮』と『配慮の意図』」の項目について，
就学前施設には“小学校に特に伝えたい内容は
どのように記入されましたか”，小学校には“役
に立った記載内容にはどのようなものがありま
すか”と尋ねた結果，210の就学前施設，90の
小学校から自由記述が得られた。図３に就学前
施設の共起ネットワーク（強制抽出する語は「具
体的（39）」「本児（36）」「保護者（16）」「他児
（10）」の４語，最小出現数は10に設定），図４
に小学校の共起ネットワーク（強制抽出する語
は「具体的（14）」の１語，最小出現数は５に
図１　障害のある幼児の「困難の状況」に関して就
学前施設が伝えたい内容（就学前施設の記述）
図２　障害のある幼児の「困難の状況」に関して小
学校で役に立った内容（小学校の記述）
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設定）を示す。
　共起ネットワークから，就学前施設（図３）
では，「本児が自ら行動したり，場を共有でき
る方法・工夫」（図３左下）として，「スケジュー
ル・手順カード等の補助教材の活用」（図３下）
や「写真や絵カードで示すなどの視覚的な支援」
（図３右下），さらには「参加する活動の内容を
事前に知る」など（図３左上）「見通しが持てる」
（図３左）配慮について多く挙げられていたこ
とが見て取れる。また，「友だちと一緒の関わり」
（図３左）や「相手の思い・気持ちや表情を見る」
（図３中央）といった対人関係についての配慮
も記載されていた。その他，「話を聞く」（図３
上），「姿を見守る」（図３右上），「全体場面で
の個別の配慮」（図３中央），「保護者との連携」
（図３中央）に関する記述に加えて，「落ち着く・
クールダウンできる」（図３上）配慮について
の言及も見られた。
　他方，小学校（図４）では，具体的な配慮と
配慮の意図に関して，就学前施設で挙げられて
いる「対人関係，対人行動」（図４左上），「集
団への参加の様子」（図４上）についてもさる
ことながら「幼児・児童がパニックになった場
合にクールダウンできる声かけなどのトラブル
場面での支援・対応の仕方」（図４右下）など
の突発的な事態への対処に関する情報が役立っ
たとしていた。就学前施設ではこうした記載は
相対的に少なく，小学校側が求める内容との間
に若干の食い違いがある可能性も示唆される。
なお，その他に，就学前施設がトラブル場面で
の関わりの中で，「言葉で伝えられないときに，
思い・気持ちを代弁している」（図４左）とい
う点が参考になったとする記述なども見られた。
５．様式を改善するために
　「就学移行時の記録」の様式を改善するため
に，“どのような項目を追加したいですか」（就
学前施設），“どのような項目を追加されるとよ
いですか”（小学校）と尋ねた結果，116の就学
前施設，77の小学校から自由記述が得られた。
図５に就学前施設の共起ネットワーク（強制抽
出する語は「保護者（21）」「具体的（17）」の
２語，最小出現数は５に設定），図６に小学校
の共起ネットワーク（強制抽出する語は「保護
者（19）」の１語，最小出現数は３に設定）を
示す。
　就学前施設（図５）では，様式自体は「今の
まま・現状で十分」（図５上）であり，項目等
の追加よりもむしろ「学校の先生に直接引き継
ぎたい」（図５中央）とする記述が多く見られた。
その理由は必ずしも明記されていなかったが，
「就学移行時の記録」は「保護者の同意のもと
に作成するものであり，具体的に記述すること
が難しい」（図５左下）という記述が少なから
ず認められた。
　小学校（図６）においても，就学前施設と同
様で，「現行の様式・内容のままで十分」（図６
左下）とする記述が多かったが，「生活の困難
な場面を具体的に書く」（図６右）など「具体
的に分かる資料」（図６右）を求める声もあった。
また，小学校では，就学前施設ではあまり挙が
図３　「具体的な配慮」と「配慮の意図」に関して就
学前施設が伝えたい内容（就学前施設の記述）
図４　「具体的な配慮」と「配慮の意図」に関して
小学校で役に立った内容（小学校の記述）
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らなかった内容として，「医療機関などの関係
機関との連携の状況」（図６右上）や「保護者
側の将来の希望」（図６左上）に関する情報を
求める記述も見られた。
６．「就学移行時の記録」と個別の支援計画・
スタートカリキュラム・要録との関連につ
いての認識
　まず，（1）“「就学移行時の記録」は小学校の
個別の指導計画や個別の教育支援計画につなげ
ることを意図して作成していますか？”（小学
校では“意図して作成されていると思います
か？”）と尋ね，①「意図している」（小学校で
は「意図されている」），②「意図していない」（小
学校では「意図されていない」），③「わからな
い」から択一を求めた結果を表４の（1）に示す。
表４の（1）から，幼稚園ではおおよそ８割が意
図しているとしたのに対して，保育所では５～
６割と若干低くなっていることがわかる。他方，
小学校においては７割が，個別の指導計画や個
別の教育支援計画との接続が意識されていると
認識していた。
　次に，（2）“「就学移行時の記録」は小学校の
個別の指導計画や個別の教育支援計画につな
がっていますか？”と尋ね，①「つながってい
る」，②「つながっていない」，③「わからない」
から択一を求めた結果を表４の（2）に示す。
表４の（2）から，就学前施設では幼稚園の５～
６割，保育所の８割がわからないと回答してい
たが，小学校では９割近くがつながっていると
回答していることがわかる。「就学移行時の記
録」は，就学前施設が想像する以上に小学校の
個別の指導計画や個別の教育支援計画につな
がっていることが示された。
　また，（3）“「就学移行時の記録」は小学校の
スタートカリキュラムにつなげることを意図し
て作成していますか？”（小学校では“意図し
て作成されていると思いますか？”）と尋ね，
①「意図している」（小学校では「意図されて
いる」），②「意図していない」（小学校では「意
図されていない」），③「わからない」から択一
を求めた結果を表４の（3）に示す。なお，質
問紙では就学前施設用と小学校用共通で，この
質問に併記するかたちで，スタートカリキュラ
ムについて，文部科学省国立教育政策研究所教
育課程研究センター（2015）の定義に従い，「小
学校へ入学した子供が，幼稚園・保育所・認定
こども園などの遊びや生活を通した学びと育ち
を基礎として，主体的に自己を発揮し，新しい
学校生活を創り出していくためのカリキュラム
です」と注釈を加えた。結果として，私立幼稚
園では９割近くが意図しているとしたのに対し
て，他の就学前施設ではわからないという回答
が３～４割程と高くなっていた。小学校におい
ても，意図されているという回答は半数程度で
あり，わからないという回答も３割ほどあった。
「就学移行時の記録」の作成において，小学校
のスタートカリキュラムとのつながりはほとん
ど意識されていないことが窺える。
　さらに，（4）“「就学移行時の記録」は小学校
のスタートカリキュラムに役立っていると思い
図５　様式を改善するためにどのような項目を追加
したいか（就学前施設の記述）
図６　様式を改善するためにどのような項目が追加
されるとよいか（小学校の記述）
― 56 ―
表４　「就学移行時の記録」と個別の支援計画・スタートカリキュラム・要録との関連についての認識
注）括弧内は実数である。
公立幼稚園
（n=54）
私立幼稚園
（n=23）
公立保育所
（n=118）
私立保育所
（n=26）
小学校
（n=117）
（1）「就学移行時の記録」は小学校の個別の指導計画や個別の教育支援計画につなげることを意図して作成していますか？ 
　※小学校では“意図して作成されていると思いますか？” 
　①意図している（小学校：意図されている） 76.9% （43） 82.6% （19） 66.9% （79） 57.7% （15） 73.5% （86）
　②意図していない（小学校：意図されていない） 3.7% （2） 4.3% （1） 13.6% （16） 15.4% （4） 10.3% （12）
　③わからない 16.7% （9） 13.0% （3） 19.5% （23） 23.1% （6） 16.2% （19）
　④無効回答 0.0% （0） 0.0% （0） 0.0% （0） 3.8% （1） 0.0% （0）
（2）「就学移行時の記録」は小学校の個別の指導計画や個別の教育支援計画につながっていますか？ 
　①つながっている 37.0% （20） 39.1% （9） 12.7% （15） 11.5% （3） 87.2%（102）
　②つながっていない 0.0% （0） 8.7% （2） 4.2% （5） 3.8% （1） 6.8% （8）
　③わからない 63.0% （34） 47.8% （11） 82.2% （97） 80.8% （21） 5.1% （6）
　④無効回答 0.0% （0） 4.3% （1） 0.3% （1） 3.8% （1） 0.9% （1）
（3）「就学移行時の記録」は小学校のスタートカリキュラムにつなげることを意図して作成していますか？ 
　※小学校では“意図して作成されていると思いますか？” 
　①意図している（小学校：意図されている） 63.0% （34） 87.0% （20） 59.3% （70） 46.2% （12） 54.7% （64）
　②意図していない（小学校：意図されていない） 9.3% （5） 4.3% （1） 14.4% （17） 7.7% （2） 15.4% （18）
　③わからない 27.8% （15） 8.7% （2） 26.3% （31） 42.3% （11） 29.9% （35）
　④無効回答 0.0% （0） 0.0% （0） 0.0% （0） 3.8% （1） 0.0% （0）
（4）「就学移行時の記録」は小学校のスタートカリキュラムに役立っていると思いますか？ 
　※小学校では“役立っていますか？” 
　①役立っている 22.3% （12） 47.8% （11） 20.3% （24） 42.3% （11） 75.2% （88）
　②役立っていない 1.9% （1） 0.0% （0） 3.4% （4） 0.0% （0） 5.1% （6）
　③わからない 75.9% （41） 47.8% （11） 76.3% （90） 53.8% （14） 17.9% （21）
　④無効回答 0.0% （0） 4.3% （1） 0.0% （0） 3.8% （1） 1.7% （2）
（5） 要録と「就学移行時の記録」の使い分けを意識していますか。 
　※小学校では“意識されて作成されていると思いますか” 
　①意識している（小学校：意識されている） 83.3% （45） 56.5% （13） 64.4% （76） 50.0% （13） 52.1% （61）
　②意識していない（小学校：意識されていない） 16.7% （9） 39.1% （9） 33.1% （39） 46.2% （12） 41.9% （49）
　③無効回答 0.0% （0） 4.3% （1） 2.5% （3） 3.8% （1） 6.0% （7）
ますか？”（小学校では“役立っていますか？”）
と尋ね，①「役立っている」，②「役立ってい
ない」，③「わからない」から択一を求めた結
果を表４の（4）に示す。結果として，就学前
施設では，公立幼稚園・保育所の８割，私立幼
稚園・保育所の５割がわからないと回答してい
たが，小学校では８割近くが役立っていると回
答していた。先述の（3）の結果を踏まえると，
「就学移行時の記録」について，就学前施設は
小学校のスタートカリキュラムにつなげること
を必ずしも意図しておらず，小学校も就学前施
設にそうした意図があるとは必ずしも認識して
いないものの，実際には就学前施設が想像する
以上に，小学校のスタートカリキュラム作成に
役立っているものと解釈できそうである。
７．要録と「就学移行時の記録」の使い分け
　まず，（5）“要録と「就学移行時の記録」の
使い分けを意識していますか”（小学校では“意
識されて作成されていると思いますか”）と尋
ね，①「意識している」（小学校では「意識さ
れている」），②「意識していない」（小学校で
は「意識されていない」），③「わからない」か
ら択一を求めた結果を表４の（5）に示す。結果
として，公立幼稚園では８割以上が意識してい
ると回答したものの，他の就学前施設では５～
６割，小学校でも５割程度となっており，要録
と「就学移行時の記録」とは必ずしも効果的に
使い分けられていない可能性が示唆された。
　次に，上記の質問に対して，①「意識してい
る」（小学校では「意識されている」）を選択し
た回答者に，“どのように区別されているかを
教えてください”と尋ねた結果，155の就学前
施設，56の小学校から自由記述が得られた。図
７に就学前施設の共起ネットワーク（強制抽出
する語は「具体的（49）」「就学移行時（46）」「保
護者（36）」の３語，最小出現数は５に設定），
図８に小学校の共起ネットワーク（強制抽出す
る語は「具体的（19）」「就学移行時（13）」の
２語，最小出現数は３に設定）を示す。
　要録と「就学移行時の記録」の使い分けを意
識しているとした就学前施設（図７）は，「就
学移行時の記録は要録よりも，子どもの姿・支
援・配慮事項について具体的に記入されている」
（図７左上）としており，さらに，「サポートリ
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レーシートなどは保護者にも確認してもらい作
成している（確認の有無）」（図７右上）点が異
なると認識していた。また，「本人の不利になら
ない記載・表現の仕方」（図７右下）や「保存期
間の違い」（図７右下）に関する言及も見られた。
　この点は小学校（図８）においても同様であ
り，要録と「就学移行時の記録」の使い分けが
意識されるとした小学校は，「就学移行時の記
録は要録よりも具体的」（図８右）であり，「細
かい様子」（図８右下）まで記載されていると
認識していた。また，小学校においても「保護
者への開示」（図８左）を前提としているか否
かが異なるという記述が認められた。
８．「就学移行時の記録」を活用するために
　就学前施設・小学校共通で，“『就学移行時の
記録』を今後さらに活用するために，具体的に
どのようなことが必要ですか”と尋ねた結果，
148の就学前施設，62の小学校から自由記述が
得られた。図９に就学前施設の共起ネットワー
ク（強制抽出する語は「就学後（12）」の１語，
最小出現数は10に設定），図10に小学校の共起
ネットワーク（強制抽出する語は該当なし，最
小出現数は３に設定）を示す。
　就学前施設（図９）では，「担任との話し合い」
（図９左下）や「小学校側が幼稚園に参観に来る，
あるいは幼稚園が就学後の様子を参観しに行
図７　要録と「就学移行時の記録」をどのように区
別しているか（就学前施設の記述）
図８　要録と「就学移行時の記録」はどのように区
別されているか（小学校の記述）
図９　「就学移行時の記録」を今後さらに活用する
ために必要なこと（就学前施設の記述）
図10　「就学移行時の記録」を今後さらに活用する
ために必要なこと（小学校の記述）
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く」（図９上）など「就学前後での確認・共通
理解」（図９左上）を図ることが必要であると
記されていることが見て取れる。「幼保と学校
が子どもについて話す機会」（図９右）を求め
ていることが分かる。
　小学校（図10）においても「幼保と連絡を取
り幼児の具体的な様子を聞くこと」（図10左下）
が必要と認識されていたが，小学校ではこうし
た内容に加えて，公立・私立間，就学前施設・
小学校間で「就学移行時の記録」の「形式の統
一」（図10上）を図ることが必要との記述も見
られた点が特徴的であった。「園によっては記
録を小学校に送ってこないところがある」「要
録と同様に就学移行時の記録も確実に送るとい
う統一性があるといい」などの記述もあった。
おわりに
　本研究では，就学移行期における障害のある
子どもに関する要録以外の記録物の作成状況や
活用実態を明らかにすることを目的として質問
紙調査を実施し，就学前施設と小学校から得ら
れた選択式回答の結果を集計・検討するととも
に，自由記述をテキストマイニングの手法を用
いて分析した。その結果，以下のことが確認さ
れた。第１に，「就学移行時の記録」の作成・
普及率は，全体として５割程度であった。また，
作成率について，公立幼稚園では７割強である
のに対し，私立の幼稚園・保育所では３割程度
であるなど，種別による違いもあることが確認
された（表１）。同様の種別による違いは，先
行研究（越中他，2016）においても，個別の教
育支援計画の作成，アプローチカリキュラムの
実施，幼保小の連携に関する研修や小学校教員
との合同研修の実施の有無などで見出されてい
るが，特に私立の幼稚園や保育所では，公立幼
稚園と比較して小学校との連携に難しさのある
現状が改めて確認された。
　第２に，「就学移行時の記録」の様式に関し
ては，公立幼稚園などで独自に作成されている
ケースがあるものの，多くは行政から提供され
ており，その分量に関しては概ね適切と認識さ
れていた（表２）。第３に，「就学移行時の記録」
の形式と機能に関しては，就学前施設の６～８
割，小学校の９割が，小学校にとって活用しや
すい形式になっており，幼保小接続において効
果的に機能していると認識していた（表３）。
　第４に，「就学移行時の記録」の内容に関して，
就学前施設が伝えたい内容と小学校で役に立っ
た内容とは基本的に対応しているものの，若干
の齟齬がある可能性も示唆された。例えば，障
害のある幼児の「困難の状況」について，就学
前施設は保育者がとらえた多面的な幼児の姿を
伝えようとする（図１）のに対して，小学校側
はそうした情報もさることながら，医療機関で
の診断・相談の記録，身辺自立の程度などの客
観的な情報を求める（図２）傾向にあった。ま
た，保育者が行った「具体的な配慮」と「配慮
の意図」について，就学前施設は視覚的な支援
や見通しが持てる配慮などをいかに行ってきた
かを伝えようとする（図３）のに対して，小学
校はそれらの情報もさることながらパニック等
の突発的事態への具体的な対処方法を求める
（図４）傾向にあった。先述の通り，「就学移行
時の記録」は基本的に幼保小の接続に効果的に
機能している（表３）ものの，改善の余地もあ
ることが示唆される。
　このことと関連して，第５に，「就学移行時
の記録」の様式の改善については，就学前施設・
小学校ともに基本的には今のままで十分としつ
つも，小学校では，医療機関などの関係機関や
保護者に関する項目の充実を求めていることが
窺われた（図６）。また，小学校は生活の困難
な場面等について「具体的に分かる資料」を求
めていた。他方，就学前施設においては，保護
者の同意のもとに作成するため具体的に記述す
ることが難しく，項目の追加などよりも「学校
の先生に直接引き継ぎたい」と望んでいること
が窺われた（図５）。
　上記のような課題はありながらも，本研究か
らは第６に，就学前施設が意図・想像している
以上に，「就学移行時の記録」が小学校におけ
る個別の支援計画及びスタートカリキュラムの
作成に役立っていることが確認された（表４）。
他方，第７として，要録と「就学移行時の記録」
の使い分けに関しては，意識されているという
認識が全体として半数程度であり，必ずしも効
果的に使い分けられていない実態も示された
（表４）。使い分けが意識されている就学前施
設・小学校では「要録よりも具体的で詳しい」
という利点を認識している（図７，図８）が，
具体的な運用・活用の仕方には課題がある可能
性も示唆された。最後に，第８として，「就学
移行時の記録」を今後さらに活用するために，
就学前施設では，見学や話し合いなど，記録物
をもとに小学校と直接かかわる機会を求めてい
る（図７）のに対して，小学校ではむしろ，様々
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な就学前施設と連携する必要があることなどを
背景として，「就学移行時の記録」の形式の統一
を求める傾向にある（図８）ことも確認された。
　以上のことから，要録以外の記録物は，就学
前施設と小学校との間で障害のある子どもにつ
いての情報共有を図る上で有効に機能している
面もある一方で，その作成・活用の仕方には改
善すべき課題があることが示唆される。まず，
作成側である就学前施設には，記録物の作成に
際して，身辺的自立や日常生活の送り方などに
ついて，関係機関からの情報も含めてできるだ
け客観的に記入するとともに，特にその子なら
ではの突発的事項（パニックになるなど）に対
する対応方法などを記入することが求められる
だろう。他方，活用する側である小学校には，
こうした記録物の引き継ぎに際して直接話し合
うことのできる場を設定するとともに，日ごろ
から就学前施設との連携の機会を設けることが
求められるだろう。
　なお，先行研究（越中他，2016）では，障害
のある幼児の就学に関して小学校と話し合う機
会について，公立幼稚園では９割があると回答
したのに対し，その他の就学前施設では７割程
度にとどまったことが報告されている。公立幼
稚園以外の就学前施設では，日ごろからの連携
以前に，直接話し合う機会をいかに設定するか
が課題となっているケースも少なくないものと
推察される。他方，先行研究（越中他，2016）
では，行政主導の取り組みによって私立幼稚園
を含めての連携が進められた地域があることも
報告されている。連携の機会の設定は地域や各
学校・施設の実情に応じて行われるべきことで
あるが，こうした調整を行う上では，各自治体
の行政が果たすべき役割も大きいものと考えら
れる。
　また，各自治体に期待されることとしては，
連携の機会の設定のみならず，記録物の作成と
活用をより効果的なものとしていく上での体制
整備も挙げられる。例えば，障害のある子ども
の小学校への就学移行支援について先進的な取
り組みを行っている地域の行政機関にインタ
ビューを行った濱田他（2018）は，これらの地
域の特徴として，行政として管轄する地域の子
どもに関する情報を一元的に管理するととも
に，幼児期や就学移行期だけにとどまらず，そ
の後の高等教育や就労までも含めた支援体制を
整えていることを挙げている。こうした情報管
理・体制整備などは各自治体の行政に主導的な
役割が求められる部分といえよう。
　ただし，濱田他（2018）によれば，こうした
先進的な取り組みを行っている行政機関におい
ても，支援シート等の類似資料の統合・精査が
課題となっている。また，個人情報の保護とい
う観点からは，情報の伝達に関してそもそも記
録物というかたちをとる必要があるのかという
考え方もあり得るだろう。
　こういった課題に対して，要録を使いやすい
ものにするという方向性も考えられる。門田他
（2017）は，幼児教育センターを中心に，就学
前施設と小学校で共有しやすい要録の様式を検
討している。折しも，2017年３月の幼稚園教育
要領改訂・保育所保育指針改定に伴って要録の
見直し・改善に向けての検討がなされ（厚生労
働省，2017；文部科学省，2017），新しい様式
が提示された。これらの様式を各自治体が中心
となり，就学移行に有用な形に変えていく方向
性もあり得るだろう。
　いずれにせよ，障害のある子どもに関してど
のような記録を作成し，それをどのように扱っ
ていくかは，行政の主導のもと，就学前施設・
小学校，保護者・関係機関の意向を踏まえつつ，
それぞれの地域において検討されるべき課題と
いえる。就学前施設と小学校との間で障害のあ
る子どもについての情報共有を円滑かつ効果的
に進めていく上では，保護者・関係機関を交え
ての体制づくりが可能となるような人的・予算
的資源の支援も欠かすことができない。
　最後に，本研究に関しては，以下のような点
で限界があることを申し添えたい。第１に，質
問紙の回収率が４割程度にとどまっている点で
ある。桜井・上田（2014）は，郵送調査法が抱
える最大の課題が返信率の低さであり，本邦に
おける返信率は一般に20～40% 程度ともいわ
れること，また，返信率は全国規模で低下傾向
にあることを指摘している。本研究の回収率も
十分なものとはいえず，結果の一般化には慎重
さを要するであろう。例えば，今回の調査から
「就学移行時の記録」の作成・普及率は５割程
度であることが示唆されたが， 調査協力のあっ
た施設・学校においてこの割合ということは，
実際の作成・普及率はより低い可能性も考えら
れる。林（2010）は，郵送調査法に関して“返
送率向上の努力が感じられず，さして高いとも
思えない返送率に満足しているように見受けら
れる報告もないではない”（p.132）としている
が，こうした指摘を厳粛に受け止め，今後の研
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究では質問紙構成の再検討を行うなど，返送率
の向上を図る必要がある。
　第２に，本調査において使用した「障害のあ
る幼児」という言葉について，調査対象者がこ
れをどのようにとらえられたかが判然としない
点である。これは先行研究（越中他，2016）に
おいても課題となっていた点であり，本研究で
は，質問紙の冒頭で「障害のある幼児などの特
別な支援を必要とする幼児の就学移行」に関す
る調査であることを明記して回答を求めたが，
それでも，就学前施設と小学校との間で，さら
には一人ひとりの対象者間で認識が共有されて
いたかについては明らかではない。いわゆる発
達障害のみをイメージした対象者もいれば，身
体障害などを含むすべての障害としてとらえた
対象者もいたことが考えられる。今後の研究で
は，この点を明確にした上でより詳細な調査を
行っていくことも考えられる。
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